
① 令和2年特 （わ）第858号令和2年3月31日公訴提起
② 令和2年特（わ）第1327号令和2年6月15日公訴提起
被告人相嶋静 夫

準抗告申立書
令和2年9月16日

東京地方裁判所刑事部街中

被 人 相 嶋

弁 護 田 剛

弁 護 人 志

弁 人 河 村

'瀬川 慶

弁護人 小林貴
上記被告人は、頭書2件の被告事件（以下、令和2年（特わ）第858号を「先

行事件」、令和2年（特わ）第1327号を「後行事件」、両事件を合わせて「本

件」という。）について、令和2年8月31日東京地方裁判所裁判官宮本誠がなし
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申し立てる。

との決定を求める。

第2 刑事訴訟法89条4号に該当する事由は存在しないこと
1 はじめに

ないため輸出許可は不要であると主張して、犯罪の成立を争っているものであ

すべき事件ではない。にもかかわらず、高齢の被告人は既に半年以上にわたって

とは捜査開始当初から明らかであったが、このことは公判前整理手続においてよ

り明確となったのであるから、もはや徒に身柄拘束を継続することが正当化でき

る状況にはない。一刻も早く被告人の身柄を解放されなければならない。

2

た保釈請求却下の裁判（以下「原裁判」という。）に対し、下記のとおり準抗告を

第1 申立ての趣旨
1原裁判を取り消す。
2 被告人の保釈を許可する。

本件は、被告人が顧問を務めていた大川原化工機株式会社（以下「被告会社」

という。）において、被告人及び相被告人（大川原正明、島田順司）の3名が、

共謀の上、外国為替及び外国貿易法（以下「外為法」という。）上その輸出に許

可が必要となる要件（以下「本件要件」という。）に該当する性能の噴霧乾燥器

を、無許可で輸出したことを公訴事実とするものである。

被告人らは全員、被告会社が本件において問題となる噴霧乾燥器（以下「本件

噴霧乾燥器」という。）を無許可輸出した事実自体は争っていない。被告人ら

は、任意捜査の段階から一貫して、本件噴霧乾燥器は客観的に本件要件に該当し

る。

このように本件は、本件噴霧乾燥器が外為法上の規制要件を満たすだけの性能

を客観的に有しているのか香かが最大の争点の事件であり、そもそも身柄を拘束

勾留されている。本件においては、争点が法令解釈と装置の客観的性能にあるこ



り、刑訴法89条4項に該当する事由が認められる。」として、争点及び証拠の

らかとなっている。

しかしながら、上述のとおり、被告人らは一貫して客観的構成要件該当性がな

いと主張しているのであり、この点が最も中心的な争点となる。特に故意につい

の、最終的に被告人らにおいて許可が不要である旨の認識が一致していたことは
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2 本件の公判前整理手続の進行状況について

裁判所は、和2年（以下、特段の表記のない場合は同年とする。）6月23

日付けの保釈請求却下に係る弁護人からの準抗告申立てに対して、「弁護人から

は求釈明書において概括的な争点の主張がされるにとどまり、証拠意見も述べら

れておらず、今後争点及び証拠の整理が行われるという公判前整理手続の進捗状

況に照らすと、共犯者や関係者への働きかけなどによる罪証隠滅のおそれがあ

未整理を主な理由に準抗告の棄却決定を行っていた（別紙1）。

しかし、当該決定後、弁護人は、8月14日付けで「予定主張記載書面」（別

紙2）及び「証拠意見書」（別紙 3）を裁判所及び検察官に提出しており、これ

により、裁判所が保釈のための課題とした本件における争点及び証拠はすでに明

3 本件における主要な争点

本件の争点は、形式的に見れば、法令解釈及び本件噴霧乾燥器の性能と、被告

人らの故意及び共謀である。

ては、予定主張記載書面からも明らかなように、被告人らはいずれも、許可を取

らずに輸出することの認識や本件噴霧乾燥器の性能に対する事実認識を争うもの

ではない。そして、共謀についても、事実と異なる課議行為の過程こそ争うもの

争っていない。

このように、本件の最大の争点は、本件要件の解釈含む客観的構成要件該当性

であり、この点が最も中心的な争点となる。



この点について被告人が相被告人や被告会社の従業員その他の関係者に対して

働きかけることは全く実効性がない。なぜなら、被告人らや被告会社従業員らが

何と言おうが、実験等により明らかになる、機械の性能という客観的事実を曲げ
ることは不可能だからである。

は実験結果や製品資料によって自ずと明らかになるのであるから、この点で本件

質の事件ではない。

保すれば十分である。
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4 本件噴霧乾燥器の客観的性能に関して罪証隠滅があり得ないこと

本件において、客観的構成要件該当性、すなわち本件噴霧乾燥器の客観的性能

についての罪証隠滅はあり得ない。

本件噴霧乾燥器の客観的性能は、本件噴霧乾燥器と同型の機器を用いた実験等

で客観的に明らかとなるものである。現に、本件噴霧乾燥器の性能について、捜

査機関は実験等による証拠収集を行っており、検察官もかかる証拠による立証を

予定している（別紙4-1（甲8及び甲9参照）、別紙4-2（甲43参

照））。

よって、本件噴霧乾燥器の客観的性能に関する罪証隠滅の可能性は皆無であ

る。

5 共謀に関しても罪証隠滅のおそれがあるとは言えないこと。

（1） はじめに

既述のとおり、本件の最も重要な争点は客観的構成要件該当性であり、これら

は、被告人が証人予定者に働きかけて審理に影響を及ぼすことのできるような性

そして、共謀についても、本件では客観的構成要件該当性が最も中心的な争点

となるものであるし、相被告人らの供述も被告会社従業員らの供述も被告人の主

張に反していないのであるから、そもそも罪証隠滅行為に及ぶ必要性が低く、後

述のとおりの保釈条件を付して、相被告人や被告会社従業員らとの接触禁止を担

検察官は本件検察官意見書において、被告人が罪証隠滅に及ぶおそれがある根



ア 検察庁から呼出を受けた従業員に対し、他の従業員がレクチャーをしていたと

検察官は、「検察庁から呼出を受けた従業員に対し、他の従業員がレクチャー

ている。」と述べている。

たところ、検察官が指摘する「レクチャー」はかかる注意事項を被告会社の社内
で共有していたことを指すものと解される。

しかし、被告会社従業員がこのような注意事項を相互に伝え合うことは、被告

ることからすれば、かかる防活動を「レクチャー」などと称して非難すること

5）。

ことを理由に「レクチャー」を主張するとしたら、それは専ら検察官が警察の取

調べにおいて強引な誘導等が横行していたことを看過しているからである。

行い、個々の従業員の供述をコントロールしている」ことを裏付けるものではな
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拠を縷々述べるが、次のとおり、検察官の意見は、極めて偏った事実評価に基づ

く誤導的なものであり、罪証隠滅のおそれを裏付けるものではない。

（2） 検察官意見書に対する反論

の検察官の主張が事実に反すること

を行い、身体拘束中の被告人らの主張内容を伝達するなどしていたことが判明し

この点、弁護人は、参考人に対し取調べに臨む際には「不当な誘導尋問や取調

官の意見を押しつける尋問等には注意されたい。」といった注意事項を告げてい

会社自身における至極道切な防活動であり、不な取調べによって参考人の供

述が歪められれば、本件の真相解明を目指す検察官にとっても不都合なはずであ

は断じて許されない。

他方で、捜査機関はまさに自らの見通しに沿う供述を強引に誘導し、ときには

取調べ前に既に作成を終えていた供述調書に署名させようとまでしていた（別紙

仮に検察官が、参考人らの供述が任意捜査段階で作成された員面調書と異なる

以上のとおり、検察官の挙げる事実は「被告会社が組織ぐるみで口裏合わせを

い。

イ 任意捜査段階の供述を撤回した被告会社の従業員はいないこと



しかし、これは明らかに誤導的な主張である。

乾燥器がこれに該当する性能を有していると供述した被告会社従業員もいたとい

いないという認識を供述しているはずである。

当する」と述べた点について、あくまで捜査機関の上記解釈を前提とした供述で

あることを明確にしたことを指すのであって、本件噴霧乾燥器の客観的な性能と

このように、被告会社従業員らの供述に変化があったとすれば、それは被告会

社従業員らが被告人らの逮捕を知り、さらに自分の会社が起訴されたことを受け

て、十分に記憶を喚起し、捜査機関の誘導に乗らないように気を付けるなど、か

会社が組織ぐるみで口裏合わせを行い、個々の従業員の供述をコントロールして
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検察官は「被告会社従業員・・・の中には、要件ハの該当性について、任意捜査段

階の供述を撤回する者もいた」と主張している。

まず、被告会社従業員が、本件の噴霧乾燥器が本件要件ハに該当するとの認識

を供述したことはない。本件要件ハの解釈は任意捜査の段階から捜査機関と被告

人及び被告会社関係者との間で異なっており、本件要件ハの該当性について認め

る供述があるとすれば、それは捜査機関の言う「噴霧乾燥器内部の微生物がほん

の少しでも死ねば該当する」との解釈を前提とするなら、その限りでは本件噴霧

うに留まる。しかし、そのような供述をした従業員は、本件身柄拘束の前後を通

じて、本件噴霧乾燥器が内部の全ての菌を除去あるいは死滅させる性能を有して

すなわち、検察官のいう「撤回」とは、「捜査機関の解釈に従った場合には該

いう事実の認識に関する供述を撤回した者はいない（任意捜査の段階で、本件噴

霧乾燥器が内部の全ての菌を除去あるいは死滅させる性能を有していると述べた

被告会社従業員はいないのであり、この点に関する供述を変遷させた者もいな

い。）。

えって供述態度が真摯になっただけのことであって、被告会社が起訴されたこと

に伴う被告会社自身の防活動として当然の行為であり、すなわち供述の変遷と

はいえず、被告人による罪証隠滅のおそれを基礎づけるものでもない。

検察官の意見は、法律解釈に関する問題を事実認識の問題とすり替え、「被告



いる」と印象付けようとするものであり、不当である。

べを行うための呼出しを行ったところ、被告会社管理担当者は、個々の従業員の

呼出は同管理担当者を通して実施することを要求した上、一部の従業員に関し、

ている。

しかし、これは極めて不当な主張である。

中小企業である。）。そのような中、個々の従業員の呼出に個々に対応していた

業務対応できない場合、他の従業員を手当てしなければならず、業務の混乱を避

けるために一定の調整が必要であることは明らかであろう。）ことから、各従業

員の要請もあり、被告会社の管理担当者が窓口となって全体の日程調整を行うこ

を両立させるために、各従業員と相談の上、可能な限りの対応を行ってきたので

書の作成にも応じている。

和させなければならないが、検察官が参考人の都合を無視して検察官の要望どお

りの取調べが実現できなければ捜査への「非協力的な態度」というのであれば、
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以上のとおり、被告会社従業員の供述状況において罪証隠滅のおそれを推認さ

せる事情は全く見当たらない。

ウ 被告会社の従業員が非協力的な態度であったとの主張が極めて不当であること

検察官は、「本起訴事件による被告人らの身柄拘束後、検察官が関係者の取調

業務多忙を理由に被告人らの身柄拘束期間内の協力を拒否するなど、非協力的な

態度を明確に示し」たと主張し、これを罪証隠滅のおそれがあることの根拠とし

被告会社の各従業員は、被告人らの逮捕による会社業務の混乱の中、客先・仕

入先への対応に追われ、現に多忙を極めていた（被告会社は全体で80名程度の

のでは、業務効率を悪化させ更に混乱を招く（例えば、ある従業員が呼出により

とを希望したにすぎない。被告会社の管理担当者は、業務の混乱回避と捜査協力

あり、現に別紙6のとおり新型コロナウイルスの流行下にもかかわらず取調べに

協力する旨を申し入れているし、また現に参考人取調が多数回実施され、供述調

そもそも、参考人取調べはあくまで任意捜査であり、当然、参考人の都合と調

検察官は意図的だろうがなかろうが実現が困難な予定を参考人に要求し、これが



にも関わらず、3月18日に従業員個人宅に呼出の連絡を入れており、この点に

も取調べを実施できなかった従業員がいるかのような主張をしているが、検察官

から呼び出され、これを拒否して取調べが実施されなかった被告会社の従業員は

一人もいない。
このように、被告会社従業員らは取調べに対し十分に協力してきたのであっ

が組織ぐるみで口裏合わせを行い、個々の従業員の供述をコントロールしている

ないこと

的としてなされたものであることが強く疑われたためである。被告人らは一貫し

において客観的な機械の性能を示し、無罪を主張するほかないと考えたにすぎな

そもそも、言うまでもないことであるが、黙秘権は憲法上の権利であり、黙秘
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拒まれれば直ちに「捜査に非協力的である」と難詰できることになり、極めて失

当というほかない。なお、本件では、検察官は、被告会社の管理担当者の申入れ

ついて弁護人が厳重に抗議していたところ（別紙7）、後日、当該従業員の取調

べの際に、担検察官から当該従業員に対して直接謝罪の意思が示されている。

付言すると、検察官は「取調べを実施できた者の中には」などと述べ、あたか

て、参考人取調べに関して被告会社担当者が日程調整を行ったことが「被告会社

可能性が極めて高」いことを裏付けるとの主張はあまりにも恣意的かつ無根拠で

あり、参考人取調べの状況や被告会社担当者の言動について罪証隠滅のおそれを

推認させる事情は全く存しない。

エ 被告人及び相被告人の黙秘から罪証隠滅のおそれがあるとの意見に全く理由が

検察官は、「共犯者らも、被告人同様に黙秘している」と述べ、このことを罪

証隠滅のおそれがあることの根拠としている。

しかし、被告人及び相被告人が黙しているのは、1年以上にもわたる任意捜

査に積極的に協力したにも関わらずなされた本件身柄拘束が、専ら自白獲得を目

て要件に該当しない旨の弁解を述べているにもかかわらず、この供述が一切調書

に録取されなかったため、もはや捜査機関に対しては話すだけ無駄であり、裁判

い。



権の行使を不利益に取り扱うことは実質的に黙秘権を侵害するに等しいものであ

することは断じて許されない。

理由がない。

おそれを推認させないこと

ず、当該製品の輸出が外為法に違反するものではないと認識している」とのコメ

に詳細なコメントを発表」したというのは、別紙8を指すと思料されるが、この

内容から明らかなとおり、これは、本件に関する報道において外為法に関する知

過ぎない。

口裏合わせを行い、個々の従業員の供述をコントロールしている」ことを推認さ

推認させるものではないこと

って、被告人が黙秘を続けていること自体から抽象的に罪証隠滅のおそれを肯定

このように、黙秘しているが故に罪証滅のおそれがあるとの主張には、全く

＊ 被告会社が被告人の初回の逮捕後にコメントを発表したことは何ら罪証隠滅の

被告会社が被告人らの逮捕後、会社ホームページに「社としましては、今回

問題とされている当社の輸出製品は外為法の規制を受けるべき製品には該当せ

ントを掲載したのは、そもそも本件噴霧乾燥器の輸出当時からの被告会社の考え

方（本件要件ハに該当しないこと）を再論したものに過ぎない（当該考え方は任

意捜査段階から明らかにされている。）。また、被告会社が「報道機関宛てに更

識に不足が散見されたことから、各報道機関に法的論点について解説した文書に

このように、被告人ら及び被告会社は、任意捜査段階の当初から一貫して輸出

当時から本件噴霧乾燥器は規制要件に該当しない旨を述べているのであって、逮

捕後に突然否認に転じ、あるいは突然弁解を外部に発表したというものではない

のであるから、検察官の指摘するコメント等は、何ら「被告会社が組織ぐるみで

せる根拠とならない。

カ弁護人が複数の検察官請求証拠を不同意としていることが罪証隠滅のおそれを

本件検察官意見書では、弁護人が「要件該当性に対する被告人らの認識の有

無・程度を裏付ける重要事実」である「規制導入までの被告会社と経済産業省と
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おそれを基礎づける事情の1つとして挙げられている。

ということになれば、それは検察官請求証拠への不本意な同意等を強いることに

とは明らかである。

せを行い、個々の従業員の供述をコントロールしている可能性が極めて高」いこ

れば、直ちに取り消されなければならないことは明らかである。

いといえるが、被告人は、罪証隠滅をしないことをより確実にするため、以下の

対処を行うとともに、それを担保するために相当な保証金を納付する予定であ
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の折衝経緯等」に関する検察官請求証拠を不同意としていることが、罪証隠滅の

しかし、不同意の証拠意見を述べることは、罪証隠滅を行うことと何ら関係性

がないのであり、保釈の除外要件（刑事訴訟法89条4号）に関する事情として

考慮される内容でない。仮に不同意の証拠意見が罪証隠滅のおそれを推認させる

なるばかりか、被告人が否認する限り保釈が認められない（逆に、被告人が公訴

事実を認め、弁護人が検察官請求証拠の全てに同意して初めて身柄が解放され

る）という、いわゆる人質司法を是認・推進することに他ならないのであり、こ

の点からも、不同意の証拠意見が保釈の除外要件の一事情として考慮されないこ

また、そもそも被告人らは折があったこと自体は争っていないばかりか、メ

ールや会議録等の客観証拠が残っているのであって、「規制導入までの被告会社

と経済産業省との折衝経緯等」の事実について、被告人がわざわざ罪証隠滅を図

る理由はない。

キ 小括
以上のとおり、本件では検察官が主張する「被告会社が組織ぐるみで口裏合わ

とを裏付ける事情はそもそも存在しないか、極めて極端かつ恣意的な評価による

ものであり、いずれも失当である。原裁判が同意見を参考としてなされたのであ

（3） 保釈条件との関係

以上のとおり、本件において罪証隠滅のおそれを基礎づける具体的な事情はな

る。



所在の自宅に居住し、裁判所の許可な

の顧問契約は3月31日に期間満了により終了している。）、その他被告

会社に一切関与しない。

裁判所に報告する。

ことも、電話やメール等の手段によって接触することもなく、また、被告会社所

もないから、これらの者と口裏合わせを行うことはない。そして、被告人の住居

から被告会社に移動するには相当程度時間がかかるから監督者である妻に隠れて

これを行うことは困難であるし、電話やメール等についても、受信者側のサーバ

ーや通信会社には記録が残り、これを隠滅することは不可能であるから、再度の

を担保するのに十分である。

であるから、例え偶然であっても同人らが顔を合わせる可能性はない。そし

て電話やメール等による接触がなされれば記録が残ることは上記と同様である。

11

① 静岡県
＜外泊、旅行及び転居をしない。

② 被告会社の顧問に再就任せず（既述のとおり、被告会社と被告人との間

③ 共犯者とされている大川原正明及び島田順司並びに被告会社の役員及び

従業員その他事件関係者とは一切会わず、弁護人を介することなく架

電、メール及び手紙その他いかなる方法でも接触しない。

④ 相被告人の居宅及び被告会社本社その他被告会社関係施設に行かない。

⑤ 通話、メール及びインターネットの使用履歴を、毎月、弁護人を通して



なお、経済産業省の職員その他の被告会社従業員以外の事件関係者について

は、被告人はこれらの者の所在を知る由もなく接触する可能性はそもそも皆無で

あるし、常識的に考えて然に顔を合わせることもあり得ない。また、被告会社
外の関係者には、被告人からの口裏合わせに応じる理由もない。

9結論

2 すなわち、被告人は71歳と高齢である上、平成17年頃から高血圧を、平成
20年頃から糖尿病及び不整脈を患っており、月1回の頻度で通院を続けていた

の制限が残っているとともに足腰が弱っており、歩行にも支障を来している。被

告人は、令和2年3月11日に逮捕されて以降、すでに6か月以上身柄を拘束さ

れているところ、上記のような被告人の健康状態からすれば、今後も勾留し続け

ることで症状が悪化する危険がある。なお、検察官から「勾留場所において薬が

提供されている」「現時点で被告人の容態が重篤化してはいない」との反論があ
るだろうが、それは被告人の身柄を拘束した以上はその健康につき十二分に配慮

すべき当然の結果であるし、それでもなお被告人の健康状態が悪化するおそれは

12

したがって、相被告人との接触禁止についても、相被告人にも同様の保釈条件を

付すことで、再度の身柄拘束や保証金の没取といった制裁のリスクと相まって上

記保釈条件で十分に担保できる。

以上のとおり、被告人に「罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由」は認め

られず、本件は刑訴法89条4号に該当しないから、必要的保釈が認められる。

第3 仮に必要的保釈に該当せずとも、職権による保釈が相当である

1 万が一、刑事訴訟法第89条第4号に該するとしても、職権による保釈（同
法第90条）が相当である。

ほか、降圧剤及び糖尿病用の内服薬等の薬の服用を続けていた。また、被告人

は、約15年前に右大腿部の脂肪肉腫（癌の一種）を発症し、右大腿部の脂肪組

織を筋肉ごと切除しており、現在も右大腿部の痛み、筋力低下及び右膝の可動域



ある。

また、被告人は、これから公判に臨むことになるが、いつ上記症状が悪化する

自らの主張を十分に行うためには、心身ともに健康な状態で準備を遂げて期日を

迎える必要がある。

内服薬の投薬を受けており、いつ何時体調が崩れるか知れない状態である。被告

することは不可能であり、同人の身に何かあっても迅速な対応を取ることは困難

は、約2年前に現在の自宅に転居してき

たばかりであるため、同人の様子を見守ってくれるような親しい隣人もいない。

は、夫である被告人が長期間にわたり身体を拘束されていることによ

り不安とストレスを強く感じており、同人の体調への危険性は日々高まっている

ものであって、この点からも被告人を早期に身体拘束から解放することは必須で

ある。

ら、被告人の保釈は認められなければならない。

13

解消されていないのであるから、もはや拘置所等が過度の配慮を続けるより勾留

せずに今までどおりの通院をさせることこそが刑事司法の謙抑性の要請のはずで

か分からない状況で公判の準備や出延等をすることになれば、十分な防御ができ
ないおそれがある。検察官の請求証拠を詳細かつ正確に検討した上で、被告人が

3 また、被告人の妻である相嶋 は、自宅に一人で居住している。同人は本

請求時現在満71歳と高齢である上に高血圧症及び糖尿病を患い、毎月通院して

人と相嶋 ことの間には子が2名（長男及び二男） いるが、2名とも 内



条4号に該当する事由が認められる。そうすると、高齢の被告人の健康状態や、新

別紙1

令和2年（第82283号
決 定

被告人相嶋靜夫
上記の者に対する外国為替及び外国貿易法違反被告事件について、和2年6月

23日東京地方裁判所裁判官がした保釈請求却下の裁判に対し、本日、弁護人らか

ら準抗告の申立てがあったので、当裁判所は、次のとおり決定する。

主 文
本件準抗告を棄却する。

理 由

本件各勾留の基礎となる各公訴事実の要旨は、被告人が、顧問を務める会社の業

務に関し、幹部である共犯者2名と共謀の上、経産大臣の許可を受けずに、政令

で定められた噴霧乾燥器を①中国及び②韓国に輸出したというものである。本件事

案の性質・内容や、証明予定事実記載書面等が提出されたが、弁護人からは求釈明

書において概括的な争点の主張がされるにとどまり、証拠意見も述べられておらず、

今後争点及び証拠の整理が行われるという公判前整理手続の進捗状況等に照らす

と、共犯者や関係者への働きかけなどによる罪証隠滅のおそれがあり、刑訴法89

型コロナウイルスの感染の危険などの弁護人の指摘を踏まえても、裁量による保釈

が適当ではないとした原裁判の判断は不合理ではない。よって、本件準抗告には理
由がないから、同法432条，426条1項により、主文のとおり決定する。

令和2年7月3日
東京地方裁判所刑事第1 5部

裁判長裁判官 楡井英
裁判官 赤松亨
裁判官 竹田美



これは謄本である。
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令和2年7月3日

東京地方裁判所刑事第15部

裁判所書記官小川雅 大
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別紙2

令211:121第8583外18113年目費易注後に事件
台和2年（特才1第132739国為替及び外国貿場法難等事件

建主張記載書山（1）

6和21:8111111
東京地方裁判所間11 3部！

II

人

介護 人

人

峰

弁護人の証明予定事集その他の公判期目においてすることを了定してい
る事実上及び注律上の主張は以下のとおりである.

第1公訴事実に対する状



さず、その輸出に経済産業大臣の許可が必要なものではな
かった。

器が、その輸出に経済産業大臣の許可が必要なものである

したがって、被告人らは無罪である。

分野における日本国内のリーディングカンパニーとして当該業界を牽
引してきた株式会社である。

に代表取締役に就任して以降、業界を牽引する同社の先頭に立ってき

平成19年から平成26年まで取締役を務め、被告人島田は昭和61

会社の中核を担ってきたものである。

本件噴ジ乾燥器は、貨物等省令2条の2第2項5の2ハを満た

本件■霧乾燥器が、客観的に、その輸出に許可が必要な
性能を有していたかとは別に、被告人らは、本件噴霧乾燥

との認識はなく、無許可輸出の共護もしていない。

第2 被告人らの主張
1 大川原化工機株式会社
被告会社は、昭和55年に彼告人大川原の父が噴霧乾燥器の製造・

販売等と主事業として設立され、設立以来、噴霧乾燥器の製造・販売

噴霧乾燥器とは、液体状のものを霧状に噴射し、それを熱すること
によって粉状にする機械である。例えば食品、金属加下などにこれら
の技術は応用され、粉ミルク、インスタント食品・飲料の粉末、調味
料その他の食品、顔料、化粧品、粉米洗剤及び乾電池の材料など、幅

広い食品ないし日用品の生座に利用されている。

被告人大川原は、昭和55年9月に被告会社に入社し、昭和62年

たものである。また、被告人相は昭和60年に被告会社へ入社し、

年～入社し、平成14年から令和2年まで取締役を務め、ともに被告

被告会社は日本国内京セラ株式会社、TDK 株式会社といった会社2



海に合弁会社を作るなどしていた。

（1） そのような中、平成22年頃から、オーストラリア・グループ

するとの議論が開始され、平成24年には実際にAGの規制対象に追

国内法に反映することとなった。

関しては、経済産業省及びシステックの職員が担当していた。

がら AGの会議への準備を行った。例えば、システックの職員である

の会議における対応に反映されていた。

3

に噴霧乾燥器を販売し、平成8年頃からは中国などに海外進出し、上

2経済産業省との折衝

（以下「AG」という。）において噴霧乾爆器を輸出規制の対象に追加

加された。これを受け、AG 参加国である本邦においても、同規制を

AGにおける議論や、AGの規制を国内法へ反映するための検討に

（2） そして、経済産業省やシステックがAGの会議に参加して噴携乾

燥器の規制に関して議論する際、それまでの被告会社の業界内での地
位にかんがみ、経済産業省やシステックは噴.乾燥器の性能等に関し

て被告会社や被告人大川原らに相談し、意見を求めた。

これに対しては、被告人大川原、被告人相鷗及び被告人島川（以下
「被告人大川原ら」という。）が中心となって、被告会社における糸
験及び知見を基に回答を行った。

もっとも、被告人大川原らは一方的に見解を述べたのではなく、経
済産業省やシステックの職員と協識するとともに、意見の交換をしな

'井弘史が、規制対象を蒸気滅菌ができる噴霧乾燥器に限定するよう

提案する等、経済産業省やシステック側からも意見が述べられ、AG

（3）その後、AGにおいて規制が定められ、国内法へ反映するに当た

っても、引き続き経済産業省やシステックから火川原ら～意見が求め
られた。



その際、AGの規制では、例えば「disinfect」という文言について

物の感染性を破壊すること。というように明確な定義がされていたの

のように文言が不明確であることを指摘したりした。

はないか」という旨を回答したこともあった。
（4）また、バブリックコメントにおいても、被告会社として、規制の

等の意見を述べた。

が、このように被告人らは法整備に協力してきた。

れたものであろうと考えていた。

ついては、特別に設計をしてそれらの設備を付したものは格別、本件
4

「殺菌効果のある化学物質の使用を通じて当該装置中の潜在的な微生

に対し、経産省が作成した国内法の素案では、「殺菌」という文言に
ついて、特段の定義をしないまま使用していたため、被告人相嶋はこ

また、被告人島田は、経産省の担当者から、摂氏100度程度にす
れば死ぬ菌がいるかどうか質問され、「中にはそういう菌もいるので

趣旨や内容を明確にするために、「青紫や病原性を持つ微生物を乾燥
できるという特徴を持つ質霧乾燥器という文言を加えるべきである」

この点は、既に定められていた輸出貿易管理令別表1の3の2の項

（2）「細菌製剤の開発、製造・・・に用いられる装置」として同趣旨の
規定が置かれていたことから、被告会社が提案した当該文置を加えて

も規制範囲が変わらないため、結果として同文言は反映されなかった

3 本件噴霧乾燥機の輸出についての被告人らの認識

（1） 被告人らは、輸出について経済産業省の許可が必要となる噴霧乾
人機について、年川細菌製剤の製造に転用可能な噴霧乾燥器の輸出を

規制するという趣旨から、粉体を内部に封じ込める機構や楽液による
定置洗浄機能等、使用者の安金を確実に確保するための設備が付加さ

少なくとも、被告会社でそれまで製造・販売していた噴霧乾燥器に



ては該当しないものと認識していた。

と認識していた。

るはずがないというのが、被告人らを含む全社員の当然の共通認識で
あった。

できることを要求する趣旨である。

5

噴霧乾燥器を含む、そうではない標準の噴霧乾燥器（定型機）につい

（2） また、本件噴乾燥器の機能の1つである乾熱進転については、
被告人らにはおよそ規制対象の「滅菌」「殺菌」方法にあたるとの発
想が無かった。内部に粉体が残っている状態で、高温の熱風を送り続

けることは通常想定される用法ではないばかりか、火災や爆発の危険
があり、滅菌、殺菌のために乾熱運転をするということ自体想像外で
あった。被告人相は、噴霧乾燥という技術の原理上、通常は乾燥学
の温度だけ上がればよいことから、被告会社の定型機は、その内部企
体が均一に高温となるようには作られておらず、温度がほとんどトが
らない部分があるため、この点からも乾熱による減菌は不可能である

（3） このように、上記のような特別設計のものが輸出規制の対象にな

るかは別として、少なくとも標準機種である定型機については該当す

4 そもそも本件貨霧乾燥器は輸山規制の対象ではない

（1） 「定置した状態で」滅菌又は殺菌することができないこと
ア 「定置した状態で」とは、AGにおける規制（英文）の「in situ」

を訳したものであり、「装置を分解せず、組み立てた状態で」とい
う意味であり、装置使川者が装置内部の菌体に被曝せず殺菌又は滅菌

1 本件噴霧乾燥器のうち、公訴事第 2記載の噴霧乾燥器（以下、

「L-8i」という。）は、排風口に粉体補集用のフイルタが存作しない
仕様である。したがって、内部に粉体が残っている決態で熱風を送れ
ば、粉体が外部に飛散する仕様であり、「定置した状態で殺菌又は滅



とができない。

を満たさない。

な全ての微生物の感染性を破壊することができる仕様ではないため、

6

菌」（貨物等省令2条の2第2項5の2ハ）することができない。
また、公訴事実第1記載の噴霧乾燥器（以下、「RL-5」というっ）
もその仕様上、0．3マイクロメートル以下の微生物（主にウイル

ス）は捕集不可能であり、「定置した状態で殺菌または減菌」するこ

ウ また、本件噴霧乾爆器はいずれも、減菌又は殺菌する前に製品を回
収する際、内部の製品が付着した部分が露出し、使用者が被曝するこ
とが避けられない仕様である。したがって、この点からも本件要件ハ

（2） 「内部」を減菌火は殺菌することが出来ないこと
本件要件における「内部、とは、貴霧乾燥器の進転後、製造された

粉体が残望し得る箇所をいうものと解される。しかし、本件噴霧乾燥

器には、噴霧乾燥器の運転後に粉体が付着するものの、熱風が当たら
ないために滅菌または殺菌をすることが不可能な箇所が複数箇所存在

する。したがって、本件噴張乾燥器は、本件要件ハを満たさない。
（3） 「滅菌火は殺菌」が出来ないこと

ァまず、「滅菌」について、乾熱滅菌は摂氏160度以上で行う必要
があるところ、本件噴霧乾燥器には摂氏160度以上にならない箇所
が行作するため、滅菌は不可能である。

1次に、「殺菌」について、本件要件ハにおける「殺菌」とは、薬液
殺菌、すなわち殺菌効果のある化学物質の使用を通じて装置中の作
的な全ての微生物の感染力」を破壊することをいうものと解すべきであ
る。

しかし、本件噴霧乾燥器はいずれも、分解洗浄を前提として設計さ
れており、薬液を装置の隅々にまで行き渡らせ、当該装置中の港作的

本件噴務乾燥器は「殺菌することができるもの」には該当しない。



るもの」に該当しない。

ウ以上のとおり、本件噴霧乾燥器はいずれも内部を「滅菌又は殺菌」
できるものではないため、本件要件ハに該当しない。

エ付言すると、本件噴霧乾燥器はいずれも、温度を上げても最高温度

が摂氏90度にも達さない箇所が行在する。
この観点からも、本件噴霧乾燥器は「滅菌又は殺菌することができ

以上

7



別紙3

証拠意見書

3月21811 1H

譲 i
尺

樹

峰

検察請求の際1号証ない：年72号重、長びし1号証ないして38号証に対する
普見に、以下のとおりこねる．



2

1甲号証について

甲1号証ないし甲3号証
甲4号証
甲5号証

甲6号証ないし甲19号証
甲20号証ないし甲25号証
甲26号証ないし年36号証

甲37号証
甲38号証ないし甲41号証
甲12号証ないし甲16号証
甲17号証および甲48号証

甲49号証および50号証
甲51号証
甲う2号証ないし甲69号証

甲70号証ないし甲72号証

2乙号証について

乙1号証ないして38号証

同意
別添資料1の限度で同意

不同意

不同意

同意
不同意

告発の事実があったという限度で同意

同意
不同意

同意
不同意

同意
不同意
同意

不同意

以上



別紙 4-/
様式第16の号（ 新第298条）規程第116系

証拠： 調べ請求書
令和2年5月18日

東京地方裁判所刑事第13部殿

東京地方検察庁

検察官検事長 好行長

被告人 大川原化工機，大川原正明，相嶋靜夫，島田順司に対する外国為

替及び外国貿易法違反 被告事件につき、別紙証拠等関係カード記載の証拠の
取調べを請求する。



30.1.17

2

29/12.22_

3

29.9.22.

1229.11:13.

（

5

30.7.13

請求者等検察官

番号
標 目

【鉄道：作成年月日／生屋・3間時間等）

立証趣旨
（公訴事実の別）
報（外為法等適用関連法令の変
選について）

（員）

関連法令の変蘧状況等

（ ）

報（連用通達・適用法令の解

（（貝）

関連通達の内容等

証拠等関係カー 令和2年特（わ）第858号
（甲）

請求

期関期関
係 係
被
告

日 人

見
内 容

期関
係
被

日
告
人

A
B
C

結果
内 容

取

序

備考

縮てつ箇所

A
B
C
D

5）

（長）

本件輪出貨物と同型の噴霧乾燥器（RL
-5）の形状等

A
Bc
D

4 分析赭杲報告‡（被疑会社製品
カタロジ）

（員）
〕

被告会社製品カタログの記載内容等

被 証拠品複写報告露（試運転デー
夕表）

告

人 （（貝） 〕

複本件輸出貨物と同型の噴録乾燥器（RL
-5）の試運転データ等

数
用

（

（被告人会大川原化工機-B 大川原 正明

A
B

A
B
C
D

D 島田



6

7

1.6.13

8

30.4.10

111202:231

10

309.33

（

請求者等検察官

番号
標 目

立証趣旨
（公訴事実の別）
糖取及び資料入手結果報告君
（平均粒子径について）

（員

-302131
本件輪出貨物と同型の噴霧乾燥器（RL
-5）による粉末製品の平均粒子等

）

新正報告者

F6の割を

証拠等関係力
請求
期閡期関
係 係被被
皆

日人 日
告人

意見
内 容

期関
係
被
告

日人

結

内

令和2年特（わ）第858号

果

容
取 儺考

編てつ舗所

A

aoto

本件輸出貨物と同型の噴霧乾燥器（RL
-5） 内部の乾熱温度の選定結果等

ロン

C

温度計測結果報告露（RL-5バグ
フィルタ下部）

（員）
［ 〕

本件輪出貨物と同型の噴霧乾燥器（RL
-5） 内部の最低温室所の温度調定結果

）

被 員
告

人
複乾熱により、大勝菌、 ウエルシュ菌の殺
菌が可能であること等

数
用

）

（被告人
A 大川原化工機株
B大川原 正 明

1A
B

A
B
C
D

C
D 島田



11

12

30.2311

13

30.3.28

14

15

30.8.10

00

900

請求者等検察官 令和2年時（わ）第858号
証：拠等関係 ド （甲） （No. 3 ）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続期日又は期日間整理手終期日においてされた事項については、名期日の書と～まとなるものである。）

番号 意見 結果
標 目

請求
期関
係彼
期関
係
彼 内 容立証趣旨

（公訴事実の別） 日 人

期閔
係
被告
日人

取 備 考内容
蠣てつ箇所

員

〕

30231
乾熱により、芽胞を形成しない菌を全て
死滅させ感業能力を失わせることができ
ること等

）

訂正製告毒

（（袋）

甲11の訂正

）

員

】

生物テロに使われる病原菌、それらに対
する規劇等

（ ）

捜照（'）

（（夏） 〕

本件輸出費物が規制対象に該当するか香
かの照会

被 捜査関係事項照会書に対する回
答について

人

数

用

複甲14の回答

（ ）

日人

A

CO

A
B

A

B
C

A
Bc

A 大川原化工機株
（被告人 B 大川原正明

序

c
D島田



16

（

17

2.4.3

18

2.4.3

ると考えられること等

19

1113:23

20

30.8.3

50t

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係カ ド （甲） （No. 4 ）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続日又は期日間理手統期日においてされた事項については、各期日の職替と一体となるものである。）

番号 意見 結果
標 目

【鉄者：生成年月日／生屋：各間時間等】

立 離趣旨
（公•訴事実の別）
費

請求

期閔期関
係
被

係

日
告
人 日 人

内 容
麹関
係
被
告

日人

内 容
取
調 考

序 着てつ箇所

18214.
本件度義乾燥器は要件イ～ハに該当する
と思われると判断したこと等

）

検

被告会社製瓉鑫乾へ器で分解しない状態
で乾燥殺を行っていること等

）

被告会社製員霧乾燥器は要件ハに該す

）

檢

同菜他社（株式会社GF）においては、
輸出許可を得て噴籍乾燥器を輪出してい
ること等

）

被 換照（l）

告

人 （（貝）

複被告会社における輪出の備別許可の有無
の照会
数
用

（ ）

cC

A

A
B
C

A
B

A
B
C
D

（被告人A大川原化工機器
B 大川原正 明

C相 鵡
D 島田



21

308.10.

（

22

30.8.3

23 等について

30.8.10
122の回答

000

4000

24

25

30.3.30

請求者等検察官

番号
標 目

立証趣旨
（公訴事実の別）
捜査関係事項照会書に対する回
客について

〕

年20の回答

）

捜濕（鵞）

（（貝）

被告会社における輪出の包括許可の有無
の照会

捜査関係事項照会に対する回

証拠等関係力
請求

撕闤期関
係 係被｜ 被
告 告
日人 日人

意見
内 容

A

期関
係
被

日
告人

令和2年特（わ）第858号
ド（甲）

結果

内容
取

順
序

備考

編てつ箇所

A
B
C

）

複写鞣皆瞽（本件翰出関係審
類）

（員）
〔

-30211
本件輸出関係者類の記載内容等

）

被 感取結杲報告（三井倉庫株式
会社）

告

人 （（食）

複 本件輸出貨物の船積み状況等

数
用
（

（被告人A大川原化工機袋
B大川原正明

A
B
D

A

D 島田



26

30.

27

110:25.

28

2.3.24

メール等でやりとりした状況等

29

30

11:32251..

請求者等検察官

番号
目

「生意：作成年月日／生屋・3間時）
立証趣旨

（公訴事実の別）
既遂時期等特定報告裙

（員）
〔

本件野時期及び場所の特定年

証拠等関係カ
請求

期関期閔
係
被

係
被
告

日人 日人

意

A
B
C

内 容
期関
係
被
告人

令和2年待（わ）第858号

結果
容

取

序

備考

議てつ箇所

員

本件輸出貨物の輸出通関状況等

）

檢

貴籍乾燥器が新たに輸出規制の対象に追
加される際に、被告会社とヒアリング、

）

検

〕
113:30:251

噴霧乾燥器が新たに輸出規制の対象に追

施行後に被告会社に判定基準の調査を
行った状況等

）

被 檢

人
複噴霧乾燥器の輸出規制に関わる法令の改正に関与し、彼告会社からパブリックコ

数メントの意見を受けたこと等

用

A
B

0D

A
B

0D

A

A

A大川原化工機株
（被告人B大川原 正明

c
D 島田



31

2003:300

32

12033224...

33

11123.25

34検

していたこと等

（

35

請求者等検察官
証拠等関係力

番号
標 目

【禁連者：生成年月日／生息：3間時間

立証趣旨
（公新事実の別）

請求
期関
係披
告

目人

意 見
期関
係 内 容

期関
係
被告日人

検

大川原正明の依頼で、職名乾燥器輸出規
制に関する法令政正案へバブリックコメントを提出した経緯等

）

検

被告会社製】霧乾燥器が規翻条件に
するか不安に思ったが、相嶋靜夫が、該
当しない旨発言したこと等

輸出規術の該非判定において，相静夫

から非該当と説明を受けたので、常に非該当として決較していたこと等

［

12990.
●出規制の該非判定において、被告会社
の方針に愛い、すべて非該当として判定

被 鞍
告

人 （（機）

複用34の訂正

数
用

2.39

（

日 人

A

A

0a
D

A
B

A
B

令和2年特 （わ）第858号

結果
内

取

順
序

傭考

籠てつ箇所

（被告人会大川原化工装（B大川原正眀 C衵鷓
D 島田



36

（

〔

（

請求者等検察官

番号
標 目

［袋造者：生成年月日、生意：間間）

立証趣旨
（公訴事実の別）

請求

期関期関
係 係

告日人 告
日人

証拠等関係力
意 見

内 容
期関
係
被
告

日人

令和2年特（わ）第858号
（甲）

結果
取

内 容

序

備考

着てつ箇所

39.3.15
被告会社のOBの立場から、被告会社製
の噴霧乾燥器が輪出規制の要件に該当す
ると判折すること等

A
B
C
D

）

被
告

人
複
数
用

〕

A大川！原化工機株
（被告人 B太川原正明

c相鵐
D 島田



（No. 1

1

2

312.19

00g

3

31229.

（

119.2111

00

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号証拠 等関係力 ド （Z.） ）
（このカードは、公判期日、公判前数理手続期日又は、日間数理手続においてされた事項については、各期日の調袋と一体となるものである。）

番号 請求 意見 結果
目 期関期関

【製造者！作成無月日／生屋※開時期等） 係
立証趣旨 被 係

告
被 内 容
皆（公訴事実の別） 日 人 日 人

期関
係

\彼
日
皆
人

備
内 容 調

序

〔（秋）大川原正明
2.3.11

身上経歴等 B

雑てつ簡所

員（本文が「私は」で書き出し
のもの）

〔（税）大川原正期

被告会社における決数・報告の流れ等
A

賢（本文が「私が」で書き出し
のもの）

〔（彼）大川原正明 〕

中国の合併会社（上海大川原乾燥設備有
限公司）の蓮営状況等

4
）

負

〔（被）大川原正明
-1/11.25まま！！

被告会社における相談の役割等

）

被 5

（（税）大川原正明人
複平成25年9月頃、福島，島田と噴霧乾燥
器の韓出規制について話し合ったこと等
数
用

A
B

A

A

（被告人
A大川原化工機（
B 大川原 IE 明

C 枏
D & 田



6

1:10.23.

東を要望したが、反映されなかったこと

11210.
経済産業省に、

123.12..

10

000

請求者等検察官

番号 請求
目 期｜関期関

【生活者：生成年月月／生昼：各問時間91 係
被

係
立証趣旨 被

告（公訴★実の別） 日人 日 人

（（秋）大川原 正明

解釈によっては少なくとも被告会社の定
型機等が規制対象に該当する可能性があ
ると思ったこと等

（ ）

7 員

（（税）大川原正明
-11.12.

島田を通じて経済産業省に規制案文の変

）

［ （税）大川原正明 〕

規制対象に該出するか否
か確認することなく、無許可で輸出して
いたこと等

）

〔 〕

弁解内容等

）

被 員
告

人
複身上経歴等

数
用

23.11

（

A 大川原化工機株
（被告人B大川原正明

A
B
C
D

A
Bc
D

A

A

C

D 島田

拠等関係力
意見
内 容 係

被
告

日 人

令和2年特（わ）第858号

結'果
内 容

取

序

備考

編てつ箇所



11

31.1.25

12

13

1.9.11

14

111:28

15

2123.

0D

請求者等検察官

番号
B

立証趣旨（公訴事実の別
員

被告会社における経歴等

（ ）

3121:251
経済産業省やシステックとの噴籍乾燥器
の輸出規制制定に向けたやり取りの状況

）

負

（被）相場靜夫
〔

平成25年9月頃、大川原，田と輸出規
制の対応について話し合いした状況等

員

〕

噴霧乾燥器の受注の流れ等

）

被
告

人

員

複製一5型の輸出は、経済産業省に輸出許可
申請を行うべき案件だったこと等
数
用

（ ）

A

BUD

A

A
B
CD

（被告人
A大川原化工機（
B大川原 正 明

C
D 島田

証拠等関係カ
請求
期閔期関
係 係
被 被

告
日ノ 日人

惹見
内 容

A
B

期関
係
被

日
告
人

令和2年特（わ）第858号

結果
内

取

序

考

編てつ箇所



16

2311

17

1.6.25

18

91.1.29

（

19

開について、経済産業省やシステックと

20

請求者等検察官

番号
E

立証趣旨
（公訴事実の別）
曩

（（昼）島田題司

身上経歴等

証拠等関係力
請求

期関期関
被 係

告
被
皆

日 人 日人

意 見

内 容
期関
係
被
告

令和2年特（わ）第858号

結果
内容

取

順
序

備考

着てつ箇所

）

D

員

（（食）島田瀬司

中国に合併会社を設立した経解等
A
B
00

）

員

（員）島田願司
［

平成24年1月24日に療器乾燥器の輸出題
制について、経済産業省等と打合せをし
たこと等

）

員

（質）品日願司

平成24年2月23日に破籍乾操器の輸出規

1合せをしたこと等

被
告

正報告者（平成31年2月15日付

人
複て19の訂正

212.132

数
用

（

（被告人
A 大川原化工機（株
E太川原正規

A
B
00

A
B
C
D

C 相嶋
D 島田



21

3112.23
平成24年3月か64月にかけて行った経済

（

22

31.3.25
平成24年4月頃の被告会社の経営方針

23

31.3.6

とりをした状況等

（

24

13113.
平成25年当時の被告会社の経営方針、

25

複平成25年8月から9月にかけて、経済

となったこと等

（

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係カ ド （Z） （No.・ 5

（このカードは、公判期日、公判前理手続期日又は期日間監理手続期日においてされた事項については、各期目の説と一体となるものである。）

番号 意見 結果
檬 目

請求
均関
係

立証趣旨
（公訴事実の別） 日 人

関
係被被
吉

日人

容
期関
係i
被

日
告人

内 容
取
翡
順
序

傭考

着てつ箇所

員

（（長）島田題司

産業省とのメールのやり取りの内容等

A
B

D

）

「
（員）島田順可

1手まままます

及び営業会議等

A

）

〔 】

平成24年12月、輸出規制に係る政省
令案に関して経済産業省とメールのやり

員

（貫）島田類司

同年7月システックから政省令改正案に
関するメールを受にした状況等

員

告
（（長）島田順司人 311-1
産業省に政省令改正案に対する要望，意

数見を提出したが認められず、広範な規制

用

A
B
C
D

A
B
C
D

（被告人
A大川原化工機株B大川原正明 C 衵嶋

D 島田



26

〔 31.4.22

（

27

18:33

28

31-1:25

29

30

1.6.28~

請求者等検察官

番号
標 E

立証趣旨
（公訴事実の別）
訂正報告！（平成31年4月19日付

（員）

225の訂正

）

員

（（頁）品田順司

平成25年9月下旬頃、大川原正明，相
鶴夫と輪出規制について話した際に、
大川原が非該当とする見解を示し、同年
10月の業務運営会議で、非該当する
方針が決定されたこと等

〔

彼告会社の役員・組織及び被告会社の方

針として、貴害乾燥器を非該当と決定し
た経緯等

）

（員）島田展司
〕

313⅓31.
他社における不正輪出事件の認識及び被
告会社の輸出管理体制等

請求

期関
係
被
告

日一人

A
B

0D

証拠等関係力

期関
係被
告

日一人

意 見

内 容
麹関
係
被
告

日1人

令和2年特 （わ）第858号

結果
内 容

取

序

備 考

編てつ箇所

B00

400D

被 訂正報告（平成31年3月13日付

（員）

人
複229の訂正

数
用

（

（被告人 A 六川原化工機株
B大川原 正 明

A

DUD

C相嶋
D島田



31

110-24.

（

32

済産業省に確認するよう指示を受けたこ
とはないこと等

33

（

34

35

2.3.17

13:30181

2.3.10

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係カ ド （Z） （No. 7 ）

（このカードは、公判期日、公判前理手統期日又は期日間理統期日においてされた事項については、各期日の調と一体となるものである。）

番号 意見 結果
標 日

立証趣旨
（公新事実の別）

請求
期関
係
被
告

日 人

期_関

日

被
告
人

内 容
期関
係
被
告

日人

取
考

内 容
顦
序 親てつ箇所

員

（（夏）品田司

本件輪出貨物（RL-5） を♥出した経緯等
A
B
C

）

員

（（負）高田豚司
1:919

相鶴静夫から、輸出規制範囲について経 B
c
D

）

履歴事項全部鉦明‡

被告会社の登記内容

戸（戸開添付）



36

23213..

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号

番号
目

【造者：生成年月見

立証趣旨
（公訴事実の別）
戸（戸附添付）

譛求
期関期関
係
被

係

告
被
告

日人 日人

証拠等関係カ
意見
内 容

期関
係
被
告

日人

結果
容 取

順
序

備考
福てつ商所

身上関係 D

（ ）

（ ）

被
告

人【
複
数

（

（被告人A大川原化工機株B 大川原 正 明
C
D 島田



別

様式第160号（第293）規程第11 6条

証拠調べ請求書
令和2年6月30日

東京地方裁判所刑事第13部殿

東京地方検察庁

検察官検事 長好行¥）

被告人 大川原化工機、大川原正明、相嶋靜夫，島田順司に対する外国為

替及び外国貿易法違反：被告事件につき、別紙証拠等関係カード記載の証拠の

取調べを請求する。



37

261

38

39

2.3.16

40

41

31.2.21

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係カ ド （甲） （No. 9 ）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続期日又は期日間理手続期日においてされた学項については、各期日の簡と一杯となるものである。）

番号 請求 意見 結果
標 目 期関期関

【供者・作成年月日／生員：間時間）」 係 係
被 内容立証趣旨 告

被
（公訴事実の別） 日人

告
日人

期関
係被
告
日人

内 容
取
調
順
序

備考

告発

編てつ箇所

〔東京税関長

告発事実等

（R2.6.15付第1，第2の1

調査報告書（輸出申告官署の所
在地について

（財）
〔

12:6.8
本件貨物の輪出申告官署の所在地等

Dogt

（82.6.15付第1，第2の1

適用法令確認結果報告書

（（質）

関係法令等

）

A

ect

（R2.6.15付第2全 ）

誰拠品櫁写皆晝（粉体技¥断究所 撙苷
第139号 1-81カタログ等）

（（夏） 〕
19225210

本件噴霧乾燥機（1-81）のカタログの記
載内容等

A
B

被
告

人

数
用

（82.6.15付第2全

写真撮影報告害（噴霧乾燥器L-
8i ノズルの交換状況）

（（） 〕

複L-8iのノズルの交換状況等
A

（R2.6.15付第2全

A 大川原化工機株
（被告人B大川原正明 D

相嶋
島田



42

32323

43

1.5.15

44

11.26

45

46

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠 等関係力 ← ド （甲） （No. 10 ）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続期日は日間監理手続期日においてされた事項については、各期日の簡者と一体となるものである。）

番号 意見 結果
標 目

立証趣旨
（公訴事実の別）
聴取及び資料入手結果報告耆

請求

期／関期関
係 係被'被
告

日人
告

日 人

内容
期関
係
被
告
日人

取 傭 考
内 容 順

序 福てつ箇所

（（食） 〕

L-8iでディスクタイプのアトマイザを使
用，平均粒子径10マイクロメートル以下
の粉末を製造可能なこと等

A
B
C

（R2.6.15付第2全

温度測定結果報告書
1株式会社 L-8i）

（（飯）

L-8i内部の温度測定の結果等
A
B
C
D

（R2.6.15付第2全 ）

捜照（階）

（（昼） 〕

本件輸出貨物 （1-8i）が規制対象に該当
するか否かの照会

（R2.6.15付第2全

捜査関係事項照会書に対する回
答について

〔貿易管理製長

1甲44の回答

A
B

00

A
B

（R2.6.15付第2全 ）

被
員

告

人 -1012.
複L-81が要件イ～ハに該当すると思われる
こと等
数
用
（ （R2. 6.15付第2全

A 大川原化工機（（
（被告人B 大川原正明

'A

C相嶋
D 島田



47

48

49

1.1.12

50

51

2.8.5

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係カ ド（甲） （No. 11 ）

（このカードは、公判期日、公判前監理手続期日又は期日間理手続期日においてされた事項については、各期日の調者と一体となるものである。）

番号 意見 結•果
標 目

立証趣旨
（公訴事の別）
複写報告書（通関手続書類の一

（（負）
5-1-41-111-115-21

本件の通関手統書類の記載内容等

請求
期関
係
被
告

日人

期関
'係
被

日
告人

内 容
期関
係
被
告

日 人

内 容
取
調
順
序

備 考

綿てつ箇所

ABCD

（R2.6.15付第2金

聴取結果報告㬜（株式会社上
組）

（員）
〔

10.10
L-8iの船稘状況等

A
B
C

（R2.6.15付第2全

員

L-8iの通関手続の状況等
A
B
C
D

（B2.6.15付第2全

報（相鶴静夫の余罪関与）

（員）

2.8.91
被告人相態の関与状況等

被
（全

預金口座照会結果報告
銀行 皮店）

告

人 （（）

複被告会社から被告人相場へ平成26年1月から平成30年8月まで給料等が振込され

数ていた状況等

用
（全

A 大川原化工機（株）
（被告人B大川原正明

-B
C
D

A

D

C 相 嶋
D 島田 廳香）



52

11125,291
システックの実態調査として被告会社の
ヒアリングを行った状況等

53

25.29.

54

11126.12.

にコメントを頼んだ旨の発言をしていた

業務に関して厳しく指摘していたこと等

55

2.8.12

56

262.

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係力 ド （甲） （No. 12 ）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続期日又は期日間監理手続期日においてされた事項については、各期日の器と一体となるものである。）

番号 意見 結果
標 目

【供者：作成無月日：一体局・時問時間］

立証趣旨
（公訴事実の別）
検

請求

期｜関
係被
日人

（全

報

［（税）

年52の訂正

（全

）

）

検

〕

被告人大川原が大川原製作所® 取締役
こと及び被告人相が顧問になった後も

（全 ）

資料入手報告書

〕

から提出を受けた大川原化工機
（株）本社3階の見取図等

（全 ）

被 検
告

人
複平成26年11月7日の被告会社の社内教養
において， が要件ハについて該

数当しそうな装置もある旨を説明していた
こと等

用
（全

A

BUD

A

A
Bc
D

A
B
D

A
B
C
D

期関
保被
告
人

内 容
期関
係
被
告

日人

内 容
取
調
順
序

備 考

編てつ箇所

（被告人
A 大川原化工機株）
B 大川原正明

C 枏嶋
D島田



57

112:5.29.1
平成28年7月にシステックからの質問に

58

2:5.22...

の粒子を製造することが可能であること

59

2.6.12

60

2022

61

000

00g

請求者等検察官 令和2年待（わ）第858号証 等関係カ
（このカードは、公時期日、公前空類手を期日に期自車製期目に悪いてた部究についでは、各期目の用とさるおめである。！

番号 請求 意見 結果
標 目 期関期関

【遊者！作成年月目／生局：3問時間等）」 係 係 内 容立証趣旨 被
告

被
告（公訴事実の別） 日人 日 人

期関
係
被
告

日人

内容
取
調
順
序

儲考

編てつ箇所
検（11頁のもの）

対し回答した経緯等

（全 ）

検（9頁のもの）

L 8i型噴多乾燥機ではアトマイザを交換
して平均粒子径10マイクロメートル以下

等

（R2.6.15付第2全

検

〕

検察庁の取調べ前に、他の従業員と意見
交換したこと等

（全

報（訂正報告）

（検）
〕

1甲59の訂正

被
（全 ）

検
告
人
複被告人島田から、被告会社の定型機はすべて非該当である旨指示されたのに従
数い。項目別対比装を作成していたこと等

用
（ （全

A

A
B

D

A

A

AIB

（被告人
A 大川原化工機（株
B 大川原 正 明

C 相嶋
D 島田



（No. 14 ）

62

63

2:0.12

64

0087

65

11296012

66

せられないとしていた方針を変更した経

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係力 ド（甲）

（このカードは、公判期日、公判前理手続期日又は期日間整理手続期日においてされた事項については、各期日の調習と一体となるものである。）

番号 意見 結果
標 目

立証趣旨
（公訴事実の別）

請求

期関期関
|係
被

係

告
被

\告
日人 日 人

内容
期関
係
被
告日人

内容
取
調
順
序

備考
編てつ箇所

検

〕
111113:022...

本件噴霧乾燥機（L-8i）の輸出状況及び
被告人相嶋が顧問となった後の執務状況

（全 ）

検

被告人相が被告会社の顧問になってか
らの立場、役割等

（全 ）

報（7頁にもの）

〔（検）

ぶ提出した顧問契約書の記歳内容

00日p

A

doto

（全 ）

報（10頁のもの）

（（株）

が提出した貸金台帳及び給与支給
明細書の記載内容等

（全 ）

被
告

人 11126.4.
複被告会社従業員を令和2年3月中は出頭さ

数胖等

用
（全

（被告人
A 大川原化工機株
B大川原 正明

A
B

A

C 相䳄
D 島田



（No. 15 ）

67

2.5.27

転で問題がなかったこと等

68

25.29

69

2.6.3

部温度を計測したことがあったが、 それ

70

71

111203120 11

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
正：拠等関係力 ド（甲）

（このカードは、公判期日、公判前理手続期日は期日間監理手続期においてされた事項については、各期日の調替と一体となるものである。）

番号 意見 結果
標 目

立証趣旨
（公訴事実の別）

請求
期関
係
被
告

日人

期関
係
被 内 容

期関
係
被
告

日一人

取 備考内容
順
序日一人 編てつ箇所

〕

本件噴霧乾燥機（L-81）の性能及び試進
A
B

（R2.6.15付第2全

被告会社製噴霧乾燥機（L-8i）を使用
する際に乾燥殺菌を行いトラブルは生じ
ていないこと等

（R2.6.15付第2全

検

被告会社では約30年前に噴霧乾燥機の内

以降、計測，実験は行われていないこと
等

（全

物・技替リスト及び関係法令集）

〔
（員）

1222.29
用語「滅菌」， 「殺菌」が貨物の規制要
件に用いられてきた法令改正の変題等

（全

被 技術リスト及び関係法令装（安野菜22
版））

（（）人

数
用

複本件遺務乾燥器に関する法令の記載内容

（全

（被告人 A 大川原化工機株
B大川原 正 明

C 相嶋
D 島田



72

（No. 16 ）
請求者等検察官

番号
標

立証趣旨
（公訴事実の別）
報（ガイダンス・適用法令の解

（（夏）
1.029.12.222..

輸出規制対象となる噴報乾燥器に関する
解釈等

令和2年特（わ） 第858号
証拠等関係カ ド（甲）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続期日又は期日間手続期日においてされた事項については、各期日の調君と一体となるものである。）

請求 意見 結果
期関期関
係
被

係

告
被 内容
告

日人 日人

期関
係
被
告

日人

取 備'考
内 容

順
序 編てつ箇所

A

BOD

（全

〔

）

］

）

（ ）

被
告

人［
複
数
用
～ （

（被告人 A 大川原化工機（株B 大川原正明 C 相鴫
D 島田



37

38

2.6.11

請求者等検察官 令和2年特 （わ）第858号
証拠 等関係カ ド （Z） （No. 9 ）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続期日又は期日間整理手続期日においてされた事項については、各期日の出と一体となるものである。）

番号 請求 意見 結果
目 期閦期関

【鉄道者：作成年月日／食屋：各間時間無）」
11まままままを 係 係

被 内容立証趣： 旨 被
告

（公訴事実の別） 日人 告
日人

期関
係被
告

日人

内 容
取
調
順
序

備考

員
編てつ舗所

（（秋）大川原正明
11:5.261.

瞶簇乾燥器を経済産業大臣に許可申請す
ることなく韓国に輸出した事実は間違い
ないこと等

）

検

（（彼）大川原正明

弁解内容等
A
B
00

（ ）

〕

）

〔 〕

～ （
被
告

人［
複

用

）

〕

（

（被告人

）

A 大川原化工機株
B大川原正明 D 島田



は何度も上司に確認していたが、最終
的に削除してもらってサインをした。

容が変わっている参考人が何人かい

る。検察内で問題になっている。この手の事件でこんなことをしてくる会社

は珍しい。だからこんなに長くなって
いる。」と言われた。

日付
令和2年5月13日

令和2年5月18日

令和2年5月20日

令和2年6月12日

参考人

別紙5
参考人の取調状況
湯所

警視庁王川警察署

警視庁玉川警察署

取譌態様

調書2部にサインした。
調書は2部とも既に出来上がってお
り、その内容を確認修正した。

調3部がすでに出来上がっていた。
出来上がっていた調意について削除を
依頼した。削除するにあたり、取調官

鰵視庁玉川警察署 調書は2部で、2部ともに調書は出来
上かっていた。

東京地方検察庁 検察官から、「營察のときと供述の内
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〒72411161

同公女部長殿
同公公開部長殿

な川原化「機株式会計

及び外国貿易性達は被疑事件について、台和2年3月330111輪、弊社役員及

雑業員を参考人とする取り調に関し、2130影響により日程調が進

まず、今後の連しか立たない洗続にないってもらいます

弊れにしましても、各役員及び徒業員の業調紫等の支障もございますので、

弊社役員及び従業員に行する参考人取り調べの必選があるいるでしたら、でき

る限り早期に、弊？管理割 先に、は程調のご連絡を頂戴できますようお

願いしあげます。



1 本件において、被疑者が代表取締役を務める大川原化工機株式会社の従業

ここにおいて、上記会社従業員である

意に反し、上記の自宅に直接電話をかけたものである。

1

別紙7

抗議文

令和2年3月23日
東京地方検察庁検事正殿
同次席検事殿
同公安部長殿
同公安副部長殿
同検事塚部貴子殿

被疑者
弁護人
弁護人

相嶋 靜

鄭

河 村

夫

志

弁護人 小林貴
上記載疑者に対する外国※替及び外国製場法違反報疑事件について、下記番

のとおり抗議する。

記
員らに対し，東京地方検察庁検事による参考人取調べのための出頭要請が

行われているが、令和2年3月18日、同社従業員に対し，同検察庁
のムラサワ検事から出頭を求める電話があった。

は、あらかじめ同検察庁の

トヨダ事務官との間で「参考人の出頭を求める場合は、上記■■を通して連

絡する」旨の合意を結んでいたにもかかわらず、上記ムラサワ検事はこの合



なお、上記の合意は、多数の参考人が出頭要請を受けているため、その連

絡を一元化するために結んだものであり、なんら捜査を妨害するためのも

応じた参考人が存在している。

2 参考人は、本来は捜査に協力する法的義務がないにもかかわらず、任意

はあくまで参考人にすぎないのだから、捜査に協力するに当たっては、同人

のプライバシーが十分に尊重されるべきであって、検事が上記の自宅に

無神経な出頭要請の電話をかけることは言語道断である。このような行

が行われていては、上記はもちろん、上記会社の従業員ら参考人がプライ

バシーを尊重されない無念を抱くのは当然であり、捜査に協力することに

不快感や抵抗感を抱くのもやむを得ない。

このような事情もあって、上記

の協力の前提となる最低限度の頼関係を破壊するものである。

2

のではないのはいうまでもない。現に，東京地方検察庁に出頭して取調べに

に協力する立場である上、上記ら参考人は、上記会社の業務に従事しなけ

ればならないばかりか、私人としての日常生活も営んでいる。また、上記■

まして、本件は1年以上にもわたる任意捜査が行われ、上記会社の従業員

らは響察による多数回にわたる参考人取調べに応じてきたものであり、こ

れまで十二分に捜査に協力してきた。

が上記ムラサワ検事に上記。の自宅

への電話につき苦情を申し出たところ、上記ムラサワ検事は上記／
ここ「出

頭についての合意を結んだのは自分ではなく事務官である」旨回答した。

たとえ直接に合意を結んだ者が事務官であろうとも、検事はその合意に

ついて把握すべきなのは当然の職責であるところ、こともあろうに上記ム

ラサワ検事はこの合意をないがしろにしたばかりか、その責任を事務官に

転嫁したものであり、このような執務姿勢は上記会社の従業員らの捜査へ



3

3よって、弁護人は東京地方検察庁による本件捜査における参考人取調べの

ための出頭要請の手法につき抗議する。

以上



今和2年3月16日

知らせいたします。報道機関の皆様におかれましては、正しく報道いただきますよう何卒お
願い申し上げます。

定める要件に該当するものに限り許可が必要とされていること。

しており、定の貨物・技術の輸出につき経済産業大臣の許可を要するものとしています。

機能や性能等の仕様が規定されています。

して、従前から規制されていた凍結乾燥器に追加して、規制の対象とされたものです。
もっとも、すべての噴霧乾燥器が規制の対象とされているわけではありません。外為法に

の管理を実施するものだからです。

ています。

別紙8

大川原化工機株式会社

今般、弊社社長他2名の外為法違反による選捕に関し、誤解を招くおそれのある内容の報
道が散見されましたので、法令の枠組み及び本件に関する弊社の認識につき下記の通りお

記
1 外為法上、すべての噴籍乾燥器について輸出許可が必要とされるものではなく、法令の

① 法令の枠組み

「外国為替及び外国貿易法」（外為法）は、我が国の安全保障と国際的な平和及び安金の
維持の観点なら、兵器の開発・製造等に関連する資機材等の輸出について必要最小限の管理

具体的な規制対象は、「輸出貿易管理令」の別表1で品目が定められ、「輸出貿易管理令別
表第一及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は技術を定める省令」において具体的な

②賞霧乾燥器（スプレードライヤー）

噴霧乾撮器は、以前は規制品目に掲げられていませんでしたが、2013年10月15日施行
の政省令に改正により、規制対象に加えられました。

これは、主要な国際輸出理レジームであるオーストラリア・グループ （AG）の合意に
基づく改正で、一般産業用の機器が兵器（化学兵器、生物兵器等）の製造に転用＜悪用）
される所調 DualUseを防ぐ目的で、生物兵器等の保存に用いられるおそれのあるものと

よる輸出規制は、我が国の安全保障と国際的な平和及び安全の維持の観点から必要最小限

具体的には、省令において、次のイ・ロ・ハの全てに該当するもののみを規制対象と定め

1水分蒸発量が一時間あたり0.4キログラム以上400キログラム以下のもの

I



製造することが可能なもの

Spray-drying equipment capable of drying toxins or pathogenic microorgarisms having all of the
following characteristics：

400kg/h；
b） the ability to generate a typical mean product particle size oi = 10 micrometers with

Existing fittings or by minimal modification cf the spray-dryer with atomization nozzles
enabling generation of the required particle size; and

c） capable of being sterilized or disintected in situ.

したり、接触してしまうからです。

とされているのです。

Coniroi Lisi Handbook-Yolumell」に詳しく記述されています。

ロ 平均粒子径10マイクロメートル以下の製品を製造することが可能なもの又は噴
霧乾燥器の最小の部分品の変更で平均粒子径10マイクロメートル以下の製品を

八定置した状態で内部の減菌又は殺菌をすることができるもの
すなわち、

1・日・ハの要件のつにでも該当しない質落を器は、輸出規制の対象ではよいいです。

たま、上記3要件は、オーストラリア・グルブ1AC）において有意されたらの約者に基
ごくもないする

e） awater evaporation capacity of E 0.4kg/hand m

2「ハ定置した状態で内部の減菌又は殺菌をすることができるもの」の要件について

11） この要件の存在意義

質素乾燥器を生物兵器の製造に転用するという場合、役三物を噴務を操により微粒たし
た後、次の使用に向けて内部を洗浄するにあたり、あらかじょう、残習した牛物を殺菌・試
する必要だあります。そして、殺菌・液菌は、噴霧乾燥器を分解することなく、そのまま
の状態（insitu； で行われる必要があります。そうでないと、製造作業者が残留粉体を吸入

これを定めるのが、「ハ定置した状態で内部の減菌又は殺菌をすることができるもの」
の製件です。

すなわち、直接乾燥器によって微造化した菌を取り出した後、器を分解することなく定
置したままの状態で、装置内部に粉体として残存した歯を完全に死成ないし破すること
おできるものでなければ、機器を繰り返し使用することかできず、そのようなものは生物系
器の製造後器として転用されるおそれがあるとはいえないことから、期制の対象としない、

2） 「滅菌」「殺菌」の意義

：オーストラリン・グループの合意の内容については、「Australia Gioup Common



｛the elimination of all viable microbes from the equipment through the use of either phiysical oi
cremical agents, or the cestrection of potential micrcbial infectivity in the ecuipment through the

されています。

だ弁護士）までご連絡くださいますようお願い申し上げます。

電話 03-6212-8100（代表）
FAX 03-6212-8115

3

続って、ここにいう減菌」（Sterilizec）・「殺菌」（Disiniected）とは、何らかの歯を減
少させそことがさきる程度では足りで、すべての菌の出集能力ないし生存を除きすること

use ot chemical agents with agermicical effect）をいうときれます。

この解釈は、2020年1月に示きれた縁済産業省の種用通選においても、「物理的法（た
えば、蒸気の使用）あるいは化学物質の使用により当該装置から全ての中きている微生物を
除去あるいは当該装置中の遺在的な生物の伝れ能力をは教さることにこきるものをいう。
当該道中の後生物の量をは減するための洗浄処理のみができるものに含まない」と明記！

3 「定置した状態で」の意義

「定置した状態こ」どは、「装路の今解などを行うことなく、そのままの状にと…
営しです。

原段を約を根器にかけた後、粉体の残存する装置を分解しに、部品ことに気や薬剤で
処理する方法によっても、時間・殺菌を行うことは可能です。しかし、分野しないとは前・
段聞することかできないとすれは、分解の際に微事物が飛散1，、は盛してしまいます分解
したいと時間・投関することだごきないという方こは、生物具器の製造には用することなって

きsさん：そったら、「問した状が」（irsitu）で同容を活・殺菌できる記換器に限り、！乳の対象とされています。

3弊社製品RL-5について

※社製品RL-5は、生物兵器の製造に用いることを想定したものではなく、種了材料を
始めたとしたファインケミカル分野」で使持するために開発された汎用報です。

捜育機関による摂育段時であるため本書では詳細は割愛いたしますお、弊社は、弊製品
RL-5は「定置した状態で内部の滅菌又は殺菌をすることができるもの」にあたらず、輸出に
つき法令違反はなかったと認識しております。

本言の内容に関するお問い合わせは、弊社代理人である初田自間法律事務可（当：海

和田倉門法律事務所 弁護士高田付


